
科学研究費助成事業　　研究成果報告書

様　式　Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９ （共通）

機関番号：

研究種目：

課題番号：

研究課題名（和文）

研究代表者

研究課題名（英文）

交付決定額（研究期間全体）：（直接経費）

１２５０１

基盤研究(C)

2014～2012

原発事故による農産物風評被害の実態と要因の解明―フードシステム全体からの接近―

Factor analysis of the effects of radioactivity information on consumer behavior 
and damages due to harmful rumors: A central location test with agricultural 
produce from Fukushima prefecture

８０２９２６７１研究者番号：

栗原　伸一（Kurihara, Shinichi）

千葉大学・園芸学研究科・教授

研究期間：

２４５８０３１４

平成 年 月 日現在２７   ６ １５

円     4,200,000

研究成果の概要（和文）：2011年の原発事故以降、福島県産農産物は深刻な風評被害にさらされている。そこで我々は
、どのような消費者がそれを引き起こしているのかを明らかにするため、会場実験とアンケート調査を実施した。その
結果、買い物時間の短さと家計の逼迫が風評被害の要因となっていることなどを明らかにした。そして、こうした消費
者に福島県産農産物を購入してもらうためには、放射能が基準値以下であることを消費者が簡単に取得できるシステム
の構築が有効であること実証した。なお、当初はフードシステム全体から接近する計画であったが、研究対象がネガテ
ィブな内容のため調査が難しく、結果的に川下からの接近に偏ってしまった点を反省したい。

研究成果の概要（英文）：Ever since the nuclear accident that occurred in 2011, harmful rumors have been 
severely damaging to agricultural produce from Fukushima prefecture. Therefore, we installed a mock store 
within the Chiba University campus in order to observe consumer behavior and better understand what type 
of consumers are causing such harm. Our results revealed the short duration of shopping time and 
tightness of the household budget as contributing factors of damage by harmful rumors. In particular, the 
first factor - brevity of shopping time - has been gaining attention also in the field of marketing. Such 
instantaneous decision making based on prior experience is known in the field of psychology as 
heuristics. An effective strategy to have heuristics-driven consumers purchase agricultural produce of 
Fukushima prefecture may be the development of a system to easily communicate that the amount of 
radioactive materials in a given agricultural product are below standardized thresholds.

研究分野： 農業経済学
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
2011 年 3 月 11 日、三陸沖を震源とするわ

が国観測史上最大の地震が発生した。揺れに
よる被害もさることながら、地震によって引
き起こされた津波は各地で 10m を超え、東
北・関東の太平洋沿岸部に壊滅的な被害をも
たらした。また、地震と津波によって全電源
を失った福島第一原子力発電所では原子炉
の冷却が困難となり、重大な原子力事故に発
展した。この事故によって電力不足に陥った
関東では、都内を除き、3 月 14 日から 2 週
間にわたって計画停電が実施された。また放
出された大量の放射性物質は広範囲の土壌
および海洋を汚染し、周辺地域の生活に甚大
な影響を及ぼしている。 
 そして、農業においては、放射能汚染によ
る風評被害が日増しに深刻な状況となった。
政府は原子力事故の直後から放射能物質の
暫定基準値を上回る農産物の出荷を停止し
たが、汚染の危険がない地域や基準値を下回
る農産物に対しても消費者による買い控え
が続いたのである。また、出荷停止や買い控
えによる農産物不足を補うため、安全性の検
査を簡易化した野菜が中国から緊急輸入さ
れたことも国民不安の増長を招いた。こうし
た農産物への風評被害は、現在も福島県産農
産物を中心に続いており、一刻も早い対策が
望まれる状況にある。 
 
２．研究の目的 
本研究は、このような深刻な状況にある福

島県産農産物に対する風評を払拭し、その需
要を原発事故前の水準にまで回復させるこ
とを最終的な目的としつつ、以下の課題を設
定した。まず、消費者が福島県産農産物を安
心して購入できるシステムの構築が重要で
あると考え、生産者が自ら放射性物質を検査
した結果を Web 上で消費者に即時提供する
システムを提案した。次に、そのシステムの
導入効果、つまり需要回復に寄与できるか否
かについて、実験経済学的方法（会場実験）
によって収集したデータを用いて検証した。 
また、その地域性、すなわち検査情報と購

買行動の間には地域要因が深く関わってい
るという仮説のもと、複数地域でシステムを
評価、比較した。購買行動が検査情報に反応
しやすい地域とそうでない地域が判明すれ
ば、今後の福島県産農産物の復活に向けたマ
ーケティングに資することができるからで
ある。そして、分析では、消費者意識や風評
被害の要因についても検討した。 
なお、最終年度は食用でない農産物、具体

的には福島県産の花卉（き）についての風評
被害の調査も実施した。ただし、この調査結
果については、現時点では単純集計しかして
いないため、本報告書では最後に概要のみを
述べるのみとする。 
また、当初の目的では、いわゆる川上（生

産者）、川中（加工・流通）、川下（小売り、
消費者）という、フードシステム全体から多

角的に調査する予定であったが、次節の課題
で後述するように、当該情報が川上・川中に
とってネガティブな情報であったため、川下
（おもに消費者）を中心とした研究に限定せ
ざるを得なかった。 
 
３．研究の方法 
(1)調査手法の概要 
生産者参加型の放射能検査公開システム

の効果を実証するため、東久留米市と松戸市
で会場実験を実施した。会場実験（Central 
Location Test）とは、特定の会場に被験者を
集めて製品や広告の市場調査を実施するも
ので、我が国でも 1970 年代頃から民間主導
で行われている。家庭や店頭で収集される消
費者購買履歴データなどと比べ、さまざまな
環境条件をコントロールできるため、統計解
析に適したデータを得ることができるとい
う長所がある。 
ただし、会場実験に要する費用は大きいた

め、アンケート調査も福島県、東京都、大阪
府で実施し、両手法（会場実験とアンケート
調査）の持つ短所を互いに補完させることで、
研究精度を向上させることにした。 

 
(2) 放射能検査結果即時提供システムの構築 
 次のようなシステムを試験的に構築した。
なお、システムの実際の運用は「食品トレー
サビリティシステム標準化推進協議会」に委
託した。 
 ①生産者は、自宅の作業場などで、農産物
（圃場ごとにサンプリング）に含まれる放射
性物質を出荷前に測定する。 
 ②生産者は、測定結果を、携帯電話用回線
を使ってロット番号と一緒にデータセンタ
ーに送信する。 
 ③測定結果は、データセンターで自動的に
処理され、Web サイトで即時公開される。 
 ④小売店等は、この Web サイトの URL と
紐付けられた QR コードを記載したラベルを
印刷し、農産物に貼り付けておく。なお、ラ
ベルの項目は、検査結果（QR コード）のほ
か、品目、内容量、集荷日、ロット番号、生
産県、販売元、価格である。 
 ⑤消費者は、店頭で手に取った農産物が含
有する放射性物質量に極めて近い値を、自分
のスマートフォンや店備え付けのタブレッ
ト端末を使って知ることができる。 
 
(3)会場実験 その 1（東久留米市） 
実験は民間調査会社インテージリサーチ

の協力の下、東京都東久留米市内に模擬店舗
を設置し、付近在住で中学生以下の子供を持
つ主婦（モニター）を対象に 2012 年 10 月
18 日～19 日の 2 日間にわたって実施した。 
 模擬店舗には、福島県産及び他県産（北海
道、長野県）の野菜 5 品目（ニンジン、白菜、
大根、ゴボウ、ネギ）を適当な分量にカット、
袋詰めして陳列した。ただし、品目による購
買行動の差は観察されなかったため、以降、



本稿では一括して福島県産野菜として扱う。 
 価格については、周辺スーパーの実勢価格
を参考に、福島県産と他県産とが同価格（1
アイテム当たり 75～198 円）と、福島県産の
み 2 割引の 2 種類を設定した。 
 Web で提供する放射性物質の検査結果に
ついては、「（測定情報）なし」、「（測定の）
値のみ」、「値＋（圃場周辺の空間線量）地図」
の 3 種類を設定した。なお、今回、模擬店舗
に陳列した野菜の検査結果はいずれも「検出
不可」であった。 
 このように、産地（2 水準）、価格（2 水準）、
測定情報（3 水準）という 3 つの因子を組み
合わせて 6 種類の実験を計画した（表 1）。組
み合わせごとに、3～7 人を 1 グループとした
実験を 2 回行い、最終的には 1 つの組み合わ
せ当たり 8～13 人、実験全体で 64 人の標本
サイズを確保した。被験者の属性については、
表 2 の通りである。 
 次に、実験の大まかなフローを示す。 
 ①被験者を 3～7 名のグループごとに会場
に集め、実験の趣旨や内容、QR コードの使
い方などについて説明する。ただし、説明内
容が購買行動に影響を及ぼすことも考えら
れるため、本実験の目的が福島県産農産物の
風評被害に関する調査であることは伝えな
い。今回は「夕食用に鶏ちゃんこ鍋（3～4
人前）の材料（野菜）を近所のスーパーに買
いに来た」という状況を想定させ、購入資金
として 1、000 円を事前に支給した（協力金
とは別）。 
 ②1 人ずつ店舗に案内し、制限時間を設け
ずに自由に買い物をしてもらう。野菜は、産
地や品目に限らず、幾つ購入しても、また全
く購入しなくても良い旨を伝えた（QR コー
ドについても興味がなければ使用しなくて
良い旨を伝えた）。 
 ③買い物が終了したら、出口付近に設置し
たレジで会計を済ませてもらう。また、その
間、簡易アンケートに協力してもらう。この
簡易アンケートは、年齢や世帯員数などの属
性のほか、食品の放射能汚染や検査体制に関
する意識、そして会場実験での購買行動を補
完する質問項目である。 
 
(4)会場実験 その 2（松戸市） 

2013 年 8 月、東久留米市と同じ民間調査
会社（インテージリサーチ）にモニター登録
している松戸市周辺在住の既婚女性 64 名を
模擬店舗に集め、福島県産農産物に対する購
買行動を観察した。 
 被験者に提示する検査情報公開システム
や実験の実施手順は、東久留米での実験を踏
襲している。ただし、東久留米での実験内容
が複雑過ぎたことを鑑み、今回は、①福島県
産野菜のみを陳列し、②検査情報は POP で
掲示し、③情報は「検出不可」という検査結
果に、圃場周辺の空間線量地図を加えた１種
類のみとした。その結果、実験の組み合わせ
は４種類となった。なお、実験内容を変更し

たのは、東久留米の実験で次のようなことが
明らかとなったからである。①福島県産のみ
を陳列した理由：異なった産地の野菜を用意
しようとしても、形や大きさに差が出てしま
い、産地の違いと質の違いの効果とが交絡し
てしまうため。②POP で情報を与えた理由：
消費者は経験や少ない情報から素早く買い
物を済まそうとすることから、手間のかかる
情報取得方法を嫌うため。ちなみに東久留米
の実験で QR コードを全く見なかった者は
63％であったのに対して、今回 POP では
29％と半減している。ただし、本文中で考察
している通り、情報を見る／見ないによる購
入数の差はない。③情報を１種類にした理
由：検出値だけの場合と、圃場周辺の空間線
量地図を加えた場合とで購入数とを比較し
ても、差は見られなかったため。 
 
(5)アンケート調査の概要 
後述するように、２地域での会場実験を比

較した結果からは、放射能検査に関する情報
効果（購買行動への影響）は、東京西部に位
置する東久留米よりも空間線量の高い松戸
で発現しやすいことが示唆された。こうした
地域格差について、さらに広範囲で検証する
ため、福島、東京、大阪在住の既婚女性を対
象に実施したアンケートのデータを用いた。
調査方法は、福島と大阪が郵送（2013 年３
月実施）、東京は調査会社のモニター登録時
に記入させたものである（2012 年 11 月実施）。
２つの会場実験を含む回答者は、全て既出の
民間調査会社のモニターである。 
 

４．研究成果 
(1)会場実験 その 1（東久留米市） 
東久留米市で実施した会場実験では、検査

結果の提供が福島県産農産物の選択行動に
与えた影響は確認できなかったものの、千葉
県松戸市で予備的に実施した簡易実験との
比較などから、以下のような知見を得ること
ができた。 
 ①東久留米市での実験に対して、いわゆる
ホットスポットといわれている松戸市での
予備実験では情報効果を確認できたことか
ら、放射能に対して敏感な地域（原発から離
れた地域や空間線量の低い地域）では情報効
果は現れにくい。 
 ②消費者は店舗で食材を購入する際、ヒュ
ーリスティックな選択行動を取るため、QR コ
ードのように取得に手間のかかる情報には
反応しにくい。 
 ③他県産の農産物も選択できる状況では、
価格が極端に安いなどの理由がない限り、福
島県産を積極的に購入しない。 
 そしてトービット・モデルによる消費者選
好分析からは、買い物や放射能情報に関して
慎重かつ能動的な消費者ほど福島県産農産
物を購入する傾向にあることがわかった。 
  
(2)会場実験 その 2（松戸市） 



 上述の東久留米市で実施した会場実験で
は情報効果は確認できなかったが、松戸市で
実施した会場実験では情報効果が統計的に
検出された。その理由として、松戸市周辺の
空間線量は比較的高いため、検査結果さえ問
題ないならば、福島県産農産物を購入するこ
とに抵抗がない被験者が多かったことが考
えられる。他にも松戸市での会場実験からは
以下のようなことがわかった。 
①福島に近い地域に住んでいる消費者の

方が検査情報に反応しやすい。 
②検査情報を、実際に確認する消費者は少

ないものの、公開すること自体が信頼に結び
つく。 
③買い物時間が短く、所得の低い消費者は、

福島産を回避する傾向にある。 
 
(3)アンケート調査 
 2 ヶ所（東久留米市と松戸市）での会場実
験に加え、3ヶ所（福島県、東京都、大阪府）
でのアンケート調査の結果を補完的に利用
して検討した結果、以下のような知見を得る
ことができた。 
①福島の消費者は、大阪に比べて食品の放

射能汚染に対する懸念が強く、東京の消費者
とともに産地意識が高い。 
②放射能に関する知識の正確さは、福島か

ら遠ざかるに従って低下する。 
③福島産を回避する傾向が最も強いのは

大阪で、福島では積極的に購入する傾向にあ
る。 
④福島産であっても安ければ購入する消

費者が何れの地域でも多く、２～3.5 割程度
の値引きを希望している（市場価格と一致）。 
⑤農家参加型の検査情報即時公開システ

ムに対する評価は福島で高く大阪で低い。こ
れは会場実験の結果と併せると、福島に近い
地域ほど高評価であることがわかる。 
⑥福島産を回避する要因として、小世帯、

多子、スーパー利用があることから、会場実
験の結果と併せて考察すると家計要素の影
響が強いと推測される。 
⑦福島産を積極的に購入する消費者は、農

家への補償や検査費用について、消費者も支
援するべきだと考えている。 
 
(4)まとめと課題 
以上のように、本研究では、実験経済学的

アプローチに従来のアンケート調査を補完
的に用いることで、福島県産農産物に対する
消費者意識と購買行動の地域格差や、風評被
害の発生要因について検証することに成功
した。ここで得られた知見を福島県産農産物
のマーケティングに生かす（それは例えば、
検査情報即時公開システムを福島に近い地
域で導入したり、栽培する農産物を経済的に
余裕のある高齢者向け、あるいは価格競争力
のある作目に集中させたりすることなどが
考えられよう）ことで、風評被害の解消に一
役買うことが期待できよう。 

一方、本研究課題名のサブタイトルにある
ように、当初計画では、フードシステム全体
から、こうした風評被害の実態と要因に接近
する予定であった。しかし、分析対象が生産
者や流通業者にとってネガティブな情報と
いうこともあり、調査が難しく、結果的に川
下からの接近に偏ってしまった。しかし、原
発事故から 4年以上が経過し、そうした抵抗
も徐々に薄らいできている。よって、フード
システムの川上側からの接近についても、引
き続き今後の課題として取り組んで行く所
存である。 
 

 
(5)追加：非食用農産物に対する風評被害 
もともと本研究の副題では「フードシステ

ム」という言葉を用いていたが、調査を進め
るなかで、食用でない農産物（具体的には観
賞用の花き）の風評被害も無視できない状況
にある事実が浮かび上がってきた。そこで、
最終年度ではあるものの、急遽、東京都内の
消費者および生花店に対して、福島県産花き
の意識調査を 9月に実施した。その結果、食
用農産物の買い控え率に比べれば低いもの
の、非食用（観賞用花き）であっても買い控
えをする消費者が半数以上存在することが
確認された。また、用途によって、その程度
には差があり、なかでも自宅用の買い控え率
が高いことがわかった。ただし、放射能検査
や生産履歴に関する情報を提供することで
（買い控えると回答した）半数以上が購買意
欲を示すことも明らかとなり、今後の福島県
産花きのマーケティングに資する知見を得
ることができたといえる。一方、生花店への
調査からは、現在、福島県産花きを扱ってい
ない店舗は 3割程度で、その理由が放射能で
あるとしたのは（扱わない店舗の）15％であ
ることも判明した。ただし、そもそも産地表
示をしている店舗自体が少ないため、福島県
産花きの風評被害はまだ社会的に表面化し
ていない事実も明らかとなった。 
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